
予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

7,861千円
予算事業名

総人件費 19,938千円 8,003千円

シティプロモーションに要する経費 総事業コスト 39,412千円 17,738千円 21,351千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 19,474千円 9,735千円 13,490千円 0千円

市長公室 シティープロモーション室 - 01 02 01 04 12

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01 シティプロモーション事業
指標名 夢特区サイトへのアクセス数 指標種別 活動結果指標

指標の概要
　インターネット上のつくば市公式バーチャルシティ
（つくばの魅力と様々な情報）へのアクセス件数

目標値
Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

1,000,000件 1,500,000件 2,000,000件 2,500,000件 3,000,000件 3,500,000件200,000件戦略プラン Ⅳ 12 2 シティプロモーションの推進

- - - -

0千円

その他の指標 -Ⅲ 2 3 シティプロモーションの推進
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 495,011件 1,505446件 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金 0千円 0千円

改
善
目
標

　インナーブランディングや，マスコミへのアプローチに
ついて，今年度以上に強化する。

改
善
目
標

・夢特区サイトのトップページの再リニューアルや，夢特
区事業運用の一部見直しを行い，魅力情報の発信強化
を図る
・効果的なPR方法により，定住化促進を図る

0千円

根拠法令等 -
県支出金 0千円 0千円 0千円

総合戦略

Ⅲ 1 6 国際化の推進

0千円

地方債

個別計画 -

0千円 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

　ブランドスローガンの市内への浸透（インナーブラン
ディング），首都圏に向けた発信のためのマスコミへの
アプローチ，職員のプロモーションに対する啓発を行い，
また市民との協働事業によるプロモーションを展開す
る。さらにターミナルビル内の公共スペースがオープン
することから，ここを拠点に情報発信を強化する。

事
業
計
画

・夢特区サイトの協力事業者アンケートや，サイト委託
業者との協議を通して，カテゴリーの再構築などのリ
ニューアルを行う
・効果的にSNSを利用したPRを行う
・首都圏で移住イベントを開催する

事業費（Ａ） 19,474千円 9,735千円 13,490千円 0千円

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 0千円 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

・年間を通して「つくば、ホンモノ！夢特区」サイトへ観
光・イベント・グルメなど魅力ある情報を掲載した
・夢特区民対象のイベントを5回実施した
・職員向けのプロモーションセミナーを4回実施した
・筑波大学生と魅力発掘，発信に係る協働事業を展開し
た
※ターミナルビル内公共スペース運用については，シ
ティプロモーション室02シートに記載

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 19,474千円 9,735千円 13,490千円 0千円

臨時職員等 有 有 有

-
17,738千円 21,351千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

39,412千円

執行体制 一部委託
人件費（Ｂ） 19,938千円 8,003千円 7,861千円

時間外
勤務

352.00時間 215.00時間 162.00時間事
業
の
目
的

　つくば市のイメージの向上を図り，定住化促進
につなげ，さらに市民や在勤者の市への親近感
を醸成するため。

内
訳

正
職
員

従事
割合

2.50人 1.00人 1.00人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

○ 地球温暖化の防止

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

達成
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要

　マスコミやＳＮＳ等さまざまな媒体を活用し，つく
ばの魅力を広く発信し認知度を向上させる。

課
題

・夢特区における登録手続きの煩雑さにより，協力事業
所数や会員数が伸びない
・定住化促進を図るため，効果的なPR方法について模
索が必要

課
題

成
果

・職員の意識改革及び・魅力情報の発信や，参加型の
イベントを企画実施したことにより，対外的なPRや市へ
の愛着心の醸成が図れた。
・若者視点での魅力を発信できた

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

受付・許諾に係る業務手順の見直しを行うこ
とで，簡素化が図られ，残業時間やエネル
ギー使用の削減に貢献する。

効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

ー



予算事業別事務事業評価シート【対象年度：Ｈ27年度～Ｈ28年度】

7,861千円
予算事業名

総人件費 0千円 8,003千円
総合インフォメーションセンター交流サロン管理運
営に要する経費 総事業コスト 0千円 59,340千円 27,491千円

事業実施コスト H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初 H29年度当初

総事業費 0千円 51,337千円 19,630千円 0千円

市長公室 シティ-プロモ-ション室 - 01 02 01 04 13

目 事業部等名 課等名 係等名 会計 款 項

事務事業名 01
つくば総合インフォメ-ションセンタ-（交
流サロン）管理運営事業

指標名 　1年間の来館者数 指標種別 活動結果指標

指標の概要 　1年間に交流サロンを利用した人数
目標値

Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度

21,000人 36,000人 37,000人 38,000人 39,000人 40,000人-戦略プラン - - - -

- - - -

0千円

その他の指標 -Ⅲ 2 3 シティプロモ-ションの推進
Ｈ27年度 Ｈ28年度

実績 - 15,731人 -

事業実施
コスト

H26年度決算 H27年度決算 H28年度当初

内
訳

国庫支出金 - 0千円

改
善
目
標

-

改
善
目
標

・「科学のまち」の魅力発信につながるよう，交流サロン
においてテーマを決めてセミナー等を実施する
・誘客につながるイベントを企画し実施する

0千円

根拠法令等 -
県支出金 - 0千円 0千円

総合戦略

Ⅲ 1 1
つくば駅周辺地区のにぎわい
創出

0千円

地方債

個別計画 -

- 0千円 0千円 0千円

H29年度当初

事
業
計
画

-

事
業
計
画

・交流サロンの活用について代表的な研究機関と協議
を行い，H28年度の実施計画を策定する
・魅力あるイベント等の実施について，庁内部署および
関係団体と協議する

事業費（Ａ） - 51,337千円 19,630千円 0千円

事業分類 Ａ　任意的事業
その他特財 - 0千円 0千円 0千円

活
動
実
績

・パンフレットやチラシ，書籍などを配置するとともに備え
付けモニターで動画を放映するなど，つくば市及び研究
学園都市の情報を発信した
・打ち合わせやデスクワークが可能な誰でも自由に使え
るスペースを提供した
・筑波大学や研究機関と連携してセミナー等を開催した

上
半
期
活
動
実
績

-

一般財源 - 51,337千円 19,630千円 0千円

臨時職員等 - 無 無

-
59,340千円 27,491千円

事業コスト
（Ａ＋Ｂ）

0千円

執行体制 一部委託
人件費（Ｂ） - 8,003千円 7,861千円

時間外
勤務

- 215.00時間 162.00時間事
業
の
目
的

　観光・イベントや市政，筑波研究学園都市等，
様々な情報発信を通して，市のイメ-ジアップにつ
なげる。また，交流の場の提供を通して，センタ-
地区の賑わい創出に寄与する。

内
訳

正
職
員

従事
割合

- 1.00人 1.00人

Ｈ
29
年
度
当
初
積
算
根
拠

-

ISO
14001

○ 地球温暖化の防止

評
価

有効性 中：適切な成果が得られている

-

事業の
進捗状況

達成
目標の
進捗状況

－
事業の
進捗状況

-
目標の
進捗状況

-

事
業
の
概
要

　チラシやパンフレット，書籍等を書棚に置くととも
に，PR画像の放映など様々な情報発信を行う。
　打ち合わせや，待ち合わせ，休憩など気軽に利
用できる場を提供する。
　大学や研究機関と連携してセミナ-やイベントを
開催する。

課
題

・利用研究機関を増やすとともに，テーマ設定により研
究機関が連携するようなセミナースペースのさらなる活
用について検討が必要である
・来館者数を増加させるため，イベント等の企画を充実
する必要がある

課
題

成
果

・つくば市及び筑波研究学園都市の認知度向上につな
がった
・人の交流の場の提供により，つくばセンター地区の賑
わい創出に寄与できた

上
半
期
成
果

-
環
境

関
連
性

施設内空調の温度設定に留意し，エネル
ギー使用の削減に貢献する。

効率性 中：適切な費用対効果が得られている 効率性 -

総合評価 Ｂ：成果・費用対効果の向上に努めつつ継続実施 総合評価

評
価

有効性 -

Ｈ29年度
の方向性

- 理由

-


